
八千代市新庁舎建設工事の入札参加資格について

№ 建築工事 電気設備工事 機械設備工事
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の構成

参加者に共通す
る参加資格

共通事項

共通事項

経営事項審査の
総合評定値

（Ｐ）
1,600 点以上 1,200 点以上 1,200 点以上

共通事項

経営事項審査の
総合評定値

（Ｐ）

（１）　令和６年国土交通省告示第８号の別添二による建築物の類型四第２類（以下
「庁舎等」という。）に該当する施設で，延べ面積が6,000㎡以上の建築一式工事
（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増築の部分）。（複合施設の場合は当該用途
が延べ面積の 6,000 ㎡以上を占める場合に限る。）
（２）　延べ面積が6,000㎡以上の免震構造を有する施設の建築一式工事（躯体，外
装，内装を含む新築，改築，増築の部分）

（１）　令和６年国土交通省告示第８号の別添二による建築物の類型四，七，八，
十，十二（以下「庁舎の同種・同類とする建築物」という。）に該当する施設で，延
べ面積が6,000㎡以上の電気工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増築，改修
の部分）。（複合施設の場合は当該用途が延べ面積の 6,000 ㎡以上を占める場合に限
る。）
（２）　延べ面積が6,000㎡以上の施設の電気工事（躯体，外装，内装を含む新築，
改築，増築，改修の部分）

（１）　令和６年国土交通省告示第８号の別添二による建築物の類型四，七，八，
十，十二（以下「庁舎の同種・同類とする建築物」という。）に該当する施設で，延
べ面積が6,000㎡以上の管工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増築，改修の
部分）。（複合施設の場合は当該用途が延べ面積の 6,000 ㎡以上を占める場合に限
る。）
（２）　延べ面積が6,000㎡以上の施設の管工事（躯体，外装，内装を含む新築，改
築，増築，改修の部分）

現場代理人
庁舎等の建築一式工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増築の部分）におい
て，現場代理人として履行した実績を有すること。

庁舎の同種・同類とする建築物の電気工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増
築，改修の部分）において，現場代理人として履行した実績を有すること。

庁舎の同種・同類とする建築物の管工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増
築，改修の部分）において，現場代理人として履行した実績を有すること。

監理技術者

①　建築一式工事における 監理技術者資格者証及び有効な監理技術者講習修了証を有
するものであること。
②　庁舎等の建築一式工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，増築の部分）にお
いて，監理技術者として履行した実績を有すること。

①　電気工事における監理技術者資格者証及び有効な監理技術者講習修了証を有する
ものであること。
②　庁舎の同種・同類とする建築物の電気工事（躯体，外装，内装を含む新築，改
築，増築，改修の部分）において，監理技術者として履行した実績を有すること。

①　管工事における監理技術者資格者証及び有効な監理技術者講習修了証を有するも
のであること。
②　庁舎の同種・同類とする建築物の管工事（躯体，外装，内装を含む新築，改築，
増築，改修の部分）において，監理技術者として履行した実績を有すること。

施工主任
担当者

一級建築士又は一級建築施工管理技士資格を有すること。 一級電気工事施工管理技士資格を有すること。 一級管工事施工管理技士資格を有すること。

主任技術者 一級建築士又は一級建築施工管理技士資格を有すること。 一級電気工事施工管理技士資格を有すること。 一級管工事施工管理技士資格を有すること。

　

配置技術者等

個別事項

施工体制

単独企業又はＪ
Ｖの代表構成員
に関する事項

ＪＶのその他の
構成員に関する
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①　八千代市競争入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６１年３月５日施行）に基づく指名停止措置又は八千代市建設工事等暴力団排除措置要領（平成１１年１１月１５日施行）に基づく入札参加除外措置を，受けていない者であること。
②　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のほか，次の各号に該当しない者であること。
　ア　手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本工事の入札日前６か月以内に手形若しくは小切手を不渡りした者
　イ　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で，同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者
　ウ　民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で，同法に基づく裁判所からの再生手続開始決定がされていない者
③　「八千代市新庁舎整備事業支援テクニカルアドバイザリー業務委託」の受託者である株式会社類設計室又は同社と資本面若しくは人事面において関連のある者でないこと。なお，「資本面において関連がある」とは，一方の会社が他方の会社の総株主の議決
権の１００分の５０を超える場合等をいい，「人事面において関連がある」とは，一方の株式会社の代表取締役が他方の株式会社の代表取締役を兼職している場合等をいう（以下，同じ）。
④　八千代市新庁舎建設工事事業者選定委員会の委員が属する企業又はその企業と資本面若しくは人事面において関連のある者でないこと。

参加者に必要な
資格
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共通事項

本工事において，現場代理人，監理技術者，施工主任担当者，また，ＪＶの代表構成員以外の構成員の場合は主任技術者（以下「配置技術者等」という。）を配置すること。配置技術者等は，本工事の工期開始時点で専任すること。なお，配置技術者等は参加者
となる企業と総合評価一般競争入札参加申請書提出の日以前に３か月以上直接的かつ恒常的な雇用関係にある者に限る。
また，ＪＶの場合，現場代理人，監理技術者及び施工主任担当者は代表構成員と前述の雇用関係にある者，主任技術者は代表構成員以外の構成員と前述の雇用関係にある者に限る。

参加者は，次に示す単独企業又は特定建設工事共同企業体（以下，「ＪＶ」という。）とする。ただし，参加者は「２　参加者に必要な資格」に掲げる要件を満たしている必要がある。
（１）単独企業
（２）同一企業が「単独企業」，「ＪＶの構成員」として本入札に参加しないこととする。
（３）ＪＶの構成員の制限として，八千代市新庁舎建設工事に係る特定建設工事共同企業体取扱要領に従い，ＪＶの構成員は３者以内とし，ＪＶの代表者（以下，「代表構成員」という。）は，本業務の中心的役割を担う履行能力を持ち，最大出資比率の構成員
とすること。
なお，ＪＶの最低出資比率は設けない。

平成２２年４月１日～令和７年３月３１日の間に工事が完了し，引渡しが済んだ以下のすべての要件　を満たす工事を元請として施工した実績のある者であること。なお，ＪＶでの施工の場合は，代表構成員として施工実績のある者であること。

八千代市競争入札参加資格者名簿に登載され，特定建設業の許可を有する者。

八千代市競争入札参加資格者名簿に登載され，特定建設業の許可を有する者。

８００ 点以上

施工実績

共通事項

共通事項

資料１


